






























日韓国交正常化が樹立してから 7 年が経った 1972 年に始まった元朝鮮
人徴用工の日本に対する訴訟は冷戦構造の崩壊を経過しながら数多く提起
された。だが、80 件を超える日本での訴訟は原告側の「完敗」と言って
もよいものであった。しかし、歴史は動いた。2011 年 8 月 30 日、韓国憲
法裁判所は、原爆被害者と慰安婦について日韓請求権協定に関する両国の
意見の相違を韓国政府が積極的解決しない「不作為」を憲法違反と裁いた。





































( 1 ) 民族問題研究所の論評、「大法院の強制徴用被害に対する賠償判決を歓迎














によるものか、社会への貢献 (pro bono) として携わることである。そう
いう活動を展開する弁護士の組織がある。「戦後補償問題を考える弁護士














































































































註( 2 ) 安部浩己、「戦争責任と和解の模索」、『20 世紀の中のアジア・太平洋戦
争』(岩波書店、2006)、363頁。














持てる土俵を作ったのは 1965 年の日韓基本条約である。1951 年 10 月に
始まった日韓「国交正常化交渉」は 14 年という期間に 7 次に至る長い交






















英語で already と訳される「もはや」と無効を意味する法律用語 null
and voidが合わされた already null and voidという表現が条文になり、条














































話 (1993)、村山談話 (1995)、金大中・小渕共同宣言 (1998)、そして朝日
共同宣言 (2002) などを打ち出した。
この論説の文脈で特に大きな転換点の役割を果たしたのが、金学順とい










































2012 年 5 月の韓国大法院の差し戻し判決によって行われた再審を経て、
ソウル高等法院 (被告：新日鉄) と釜山高等法院 (被告：三菱重工) は























































死亡者 1 人当り 1,650ドル、負傷者 1 人当り 2,000ドル、生還者 1 人当り





















二つ目に、2005 年の文書公開は 6 年後に被害者側に大門の 1 号を開け

























③ 2013 年 11 月 1 日、光州地方法院は、太平洋戦争中に女子勤労挺
身隊員として三菱重工業の名古屋の軍需工場に徴用された韓国人
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日本国憲法は 1947 年 5 月に施行されたし、大韓民国の現行憲法は 9回の























































































( 4 ) この議論については、拙著『竹島密約』(草思社、2008) を参考されたい。






( 6 ) 坂元茂樹、『条約法の理論と実際』(東信堂、2004)、316頁。
( 7 ) キム・チャンロク、「한일 과거청산의 법적 구조」(韓日過去清算の法的構
造」、『법사학연구』(法史學硏究) 第 47號(2013.4)、93、96頁。
( 8 ) 前掲論文、94頁。
( 9 ) 阿部浩己、「戦争責任と和解の模索」、『20 世紀の中のアジア・太平洋戦
争』(岩波書店、2006)、350-1頁。




当事国ではなかったので、相対効原則(pacta tertiis nec nocent nec prosunt)
によって、その条約に拘束されなかた、(2) 韓国は日本との正常化交渉の段
階から日本の不法行為による徴用工などの損害賠償権をすでに提起していた、
(3) 1965 年の請求権協定の交渉のとき、サンフランシスコ平和条約第 4条
(a)によって解決すべき問題があったなら、どう協定によって解決されたと
みなすべき、などと主張する。リ・クンクァン、「한일청구권협정상 강제징
용배상청구권 처리에 대한 국제법적 검토」(韓日請求権協定上の強制徴用賠
償請求権処理に対する国際法的検討)、『서울대학교법학』(ソウル大学法學)
第 54號(2013. 9)。
























決を下した。韓日の間の過去史問題と関連して 2011 年 8 月 30 日憲法
裁判所の決定と 2012 年 5 月 24 日の大法院判決があった。靖国神社に
放火した中国人劉強容疑者に対して 2013 年 1 月にソウル高等法院は
日本の犯罪人引渡請求を棄却する判決を出した。また、韓国人の窃盗
犯が対馬から窃取して国内に搬入した韓国起源の仏像と関連して、


























































である。実際に 2014 年 6 月 6 日の韓国のマスコミは上の議論した「遺族
会」がアメリカで知られた「戦犯弁護士」ロバート・スウィフト
(Robert Swift) を選任して米国での訴訟を提起する可能性があると報じ





(13) ジョン・ジェジョン、「한일관계의 위기와 극복을 위한 오디세이」(韓日
関係の危機と克服の向けたオデュッセイアー)、『영토해양연구』(領土海洋
研究)、第 5 巻 (2013)、22頁。






トン (David Easton) の定義で、政治とは社会のための「価値の権威的配





















(15) David Easton, A Framework for Political Analysis (Englewood Cliffs :
Prentice-Hall, 1965).
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